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油 ガ スター ビン（非 常 用 発
1,750ｋWA

デ ィー ゼ ル エンジ ン（常 用 /非
1,500ｋVA

（また は ガ スエンジ ン
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表－27　空調熱源の比較検討
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表－28　新技術熱源比較

概念図出典：大阪府／建築物の環境配慮技術手引き、大阪瓦斯㈱資料
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③　全体の効果試算まとめ
これまでの省エネルギー対策の効果試算結果を表－29に示す。

表－29　全体の効果試算結果

ケース 工事費
（千円）

光熱水費
削減額

（千円 /年）

投資回収
年数
（年）

一次エネル
ギー削減量
（GJ/ 年）

一次エネル
ギー削減率
（％）

CO2 排出
削減量

（t-CO２/年）

CO2 排出
削減率
（％）

対象施設全体 1,104,261 106,143 10.4 74,225 18.1 3,707 23.1

基幹設備
（案２） 1,040,000 58,741 17.7 10,052 2.4 2,480 12.8

基幹設備（案２）
＋対象施設全体 2,144,261 164,884 13.0 84,277 20.5 6,187 38.5

④　費用対効果の検討
費用対効果の検討にあたり個々の省エネルギー対策の項目を、基幹整備や大規模な改修の伴う ｢大規模

省エネ改修相当｣ とそれ以外の ｢小・中規模省エネ改修相当｣ に分けて検討を行うこととした。

省エネルギー対策に対する費用対効果の検討では、個々の対策を単独で評価するより、多くの対策を組

み合わせて評価することや運転条件を見直すことで、より大きな省エネルギー効果を得ることが可能とな

る。

次頁の図－25に費用対効果の検討の考え方を示す。投資回収年数による降順並べ替え（法定耐用年数

を考慮し15年程度を目安）、および工事費／CO2 排出量による降順並べ替え（今年度の ESCO提案を

参考に340千円／ t-CO2 を目安）による検討例を表－30に示す。また、図表－１に工事区分別に投

資回収年数の降順並べ替え、図表－２にCO2 削減効果の降順並べ替えの結果を示す。

２　⑦の投資の考え方、およびこれらの検討結果から中長期計画の策定時の採択可否判断を行うことと

する。

表－30　費用対効果の検討例

ケース 工事費
（千円）

光熱水費
削減額

（千円 /年）

投資回収
年数
（年）

一次エネルギー
削減量

（GJ/ 年）

一次エネル
ギー削減率
（％）

CO2 排出
削減量

（t-CO２/年）

CO2 排出
削減率
（％）

投資回収年数による降順並べ替え（投資回収年数15年程度）

大規模省エネ改修
相当 1,534,155 127,499 12.0 56,487 12.0 5,336 33.2

小・中規模省エネ
改修相当 538,045 36,782 14.6 27,304 6.7 837 5.2

計 2,072,200 164,281 12.6 83,791 20.4 6,172 38.4

工事費／CO2 排出量による降順並べ替え（工事費／CO2 排出量＝340千円／ t-CO２程度）

大規模省エネ改修
相当 1,534,155 127,499 12.0 56,487 12.0 5,336 33.2

小・中規模省エネ
改修相当 101,553 13,314 7.6 10,739 2.6 29 2.0

計 1,635,708 140,813 11.6 67,226 16.4 5,665 35.2
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図－25　費用対効果の検討の考え方
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